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女性による創業が、男性を上回っています！
■ 今年度も女性がグランプリ～創業スクール選手権 

選りすぐりのビジネスプランを選ぶ、中小企業庁が主
催の「全国創業スクール選手権」。第3回となる今年
も、女性の活躍が目立っています。安倍政権の重要政策
である「女性の輝く社会」への第一歩とも言えましょ
う。
　今年度優勝した山内マヤコさんは、京都で国際色豊か
なゲストハウスをオープンしています。祖母が経営して

　会員の皆様、こんにちは。
東京オリンピックのゴルフ会場となる霞ヶ関カンツリー倶楽部が昨日20日、女性を正

会員として認めることを理事会で決定しました。男女の差別を禁じた五輪憲章に抵触す
ると問題視した国際オリンピック委員会の要請に応じた形です。「外圧」がなければな
されなかった変更かもしれませんが、ともかく男女差別が解消されたことは「女性の輝
く社会」に向けて評価すべき一歩と言えましょう。

今回識者から寄せられた記事は、「女性による創業」がテーマです。とかく日本人は
起業家精神やチャレンジ精神が足りないと言われがちですが、女性のリードによってそ
の傾向が変わるかもしれません。どうぞご一読ください。
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いた築120年の京町家の寮を改装して、外国の人に日
本文化を体験してもらいながら、コミュニケーション
できるのが特徴です。実は、生まれも育ちも東京の山
内さんは、当初、京都へ行くことに戸惑いを覚えてい
たそうですが、創業スクールを受講するなかで事業計
画やアイディアがより明確になったのだそうです。カ
フェやギャラリースペースを併設し、今後は、芸術家
にとっても使いやすい施設にしたいとのことです。

地域に働きかける（「地域の触媒」になる）機能が
身近な圏域の中に必要、としている。今後の施策の
進展に期待したい。
こうした方向性に対しては、「地域への丸投げ」

「公的責任の後退」といった批判は成り立ちうる
が、３つの地域づくりに共通するのは、取り組む住
民自身が（直面する課題は重いものでも）「楽しい」
「やりがいがある」と感じられるということである。
さらに期待を込めて解釈すると、３つの方向性
には「ひとりではなくみんなで」という視点が共通し
ており、「孤立」にどう立ち向かうかという視点が包
み込まれている。我が国の社会保障制度では手が
届きにくく、今後確実に大きくなり、あらゆる福祉課
題に共通して影を落とす課題は「孤立」である。
この「孤立」の課題を、「支援の対象」としてだけ
ではなく、地域全体の中で捉えると、解決の方法が
広がってくる。「ごみ屋敷」の人が地域の商店街の

店番として働く、長年引きこもっていた人が高齢者
の見守りの担い手や地域おこしの商品の作り手に
なる、１日誰とも話さない高齢者のお宅をほかの
高齢者や放課後の子どもの居場所として開放する
等、「地域」をベースに、福祉の各分野、福祉自体の
枠も超えることは、非常にクリエイティブなことで
はないだろうか。
本稿で紹介した「中間とりまとめ＊」をもとに、今

年の通常国会に提出予定の介護保険法改正法案
に社会福祉法の改正が盛り込まれると聞く。これ
からの福祉の在り方を展望するとき、「地域」と「我
が事・丸ごと」をベースにしたクリエイティブな発
想がどんどん実現される施策展開に、強く期待し
たい。

表彰式：松村祥史経済産業副大臣（左）と優勝者の山内マヤコさん
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■キーワードは「我が事・丸ごと」

　厚生労働省は、昨年（平成２８年）７月、省内に
「『我が事・丸ごと』地域共生社会実現本部」なる本
部を立ち上げた。
　役所らしからぬ「我が事・丸ごと」というネーミン
グの考え方は、厚生労働省の「地域力強化検討会」
（座長：原田正樹 日本福祉大学教授）が昨年１２
月にまとめた「中間とりまとめ」で説明されている。
その中では、地域の存続の危機、課題の複合化・複
雑化、社会的孤立や排除の存在、地域の福祉力の
脆弱化などの課題への対応として、「地域の持つ力
と公的な支援体制の協働」を掲げている。そして、
様々な福祉課題を他人事ではなく「我が事」として
考える機運を作っていくための地域づくりの方向
性として、３つの方向性を紹介した。
　１つ目は、「自分や家族が暮らしたい地域を考え
る」方向性。自分や家族の将来に対する懸念や、自
分や家族が経験した課題をきっかけに地域を考え
るようになることである。
２つ目は、「地域で困っている課題を解決した

い」という方向性。これは、民生委員やボランティア
など福祉に関わりたいと希望する人を増やしてい
くという方向性である。
　３つ目は、「一人の課題から」つくっていくという
方向性。一人の課題を地域住民と関係機関が一緒
になって解決するプロセスを繰り返すことで、困難
を抱える人であっても支えることができる地域を
つくることである。いわゆる「ごみ屋敷」について、
相談支援の専門員が本人に寄り添い信頼関係を
築く一方、住民が（その相談支援の専門員の誘い
もあり）片づけに参加することで、「包摂」できる地
域になっていく過程が紹介されている。

■福祉の枠を超えたクリエイティブな「福祉」を

３つの方向性はアプローチこそ異なっていて
も、課題が生じることを未然に防いだり、課題を有
する人や世帯に早期に気づいたりできるととも
に、課題の解決のために居場所や働ける場所を地
域につくっていくことができる。「中間とりまとめ」
では、「我が事」の地域づくりを進めていくために、
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　冒頭述べたように「女性の輝く社会」は安倍政権
の重要政策ですが、その根底には「1億総活躍社会
の実現」というより大きなテーマがあるわけです。
であればこそ、男性にも生き生きと活躍してもらう
社会でなくてはなりません。残念ながら、「創業に
関心のない国民の割合」が主要国の中で最も多いの
が日本です（RIETI：経済産業研究所調べ）。創業
にリスクはつきものですから、失敗しても再チャレ
ンジする人を応援する仕組みがこれからの課題で
す。創業支援と再チャレンジ支援、これがコインの
裏表となって動き始めるとき、国民の創業への関心
がむくむくと湧き上がっていくのでしょう。

8人のうち、なんと5人が女性でした。そもそも創業ス
クールでは、女性の受講者が増えており、いまでは52％
となって男性の数を上回っているのです。日本全体で見
ても、平成12年以降、女性の開業率は上昇しています。
平成26年以降、約6,000人が創業スクールで受講しまし
たが、そのうちの4割が実際に創業しており、地域経済
を担う次世代の経営者が着実に増えています。また、創
業スクールを運営する事業者も複数に増えることが見込
まれており、今後全国で創業したいと考えている人たち
を掘り起こしていきます。

■ 創業スクールの女性比率は52%

この選手権、今年の最終選考に残ったファイナリスト 

■ 国民の「創業」への関心を高めたい ���




